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平成２５年度事業計画・収支予算原案を審議・承認
　２月２１日、東京都・アルカディア市ヶ谷を会場として、

全専各連第１１６回理事会・全国学校法人立専門学校協会理事

会合同会議が開催された。出席者は全専各連理事会６１名、

全専協理事会５７名（ともに委任状含む）。

　福田益和全専各連副会長の開会の言葉に続き、小林光俊

会長があいさつを述べた。

　続いて、来賓として、赤池誠章自民党参議院全国比例区

支部長（以下、赤池氏）、文部科学省生涯学習政策局の圓

入由美専修学校教育振興室長が紹介された後、赤池氏があ

いさつを述べた。

　赤池氏退席後、圓入室長よりあいさつを兼ねて、平成２４

年度補正予算（案）、平成２５年度予算（案）について説明

が行われた。専修学校における学校評価ガイドラインにつ

いては、来年度から評価に活用いただけるよう、これまで

の審議状況をもとにガイドラインをとりまとめた。引き続

き、本ガイドラインが改善されるよう継続的に見直す必要

があるので、関係者からの積極的な提言を期待する、と述

べた。また、新たな学校種の創設等については職業実践専

門課程（仮称）に係る認定制度について、来年度の告示実

現、文部科学大臣の認定に向けて省内で日々議論を行って

おり、状況については別途時間を作って報告する。告示に

向けて進めるにあたっては、有識者の意見をもとに具体化

して、来年度中には実現させたいと考えているので、是非

協力・支援をお願いする、とよびかけた。

　圓入室長退席後議事に入り、両理事会の議長選出（会則

により小林会長）、定足数の確認が行われた後、全専各連・

全専協の役員兼務者である、山口広泰全専各連理事・全専

協常任理事、川越宏樹全専各連・全専協常任理事が議事録

署名人に選出され議事に入った。

◎全専各連第１１６回理事会

【第１号議案　平成２５年度事業計画原案（審議事項）】

　関口正雄常任理事・総務委員長が「１．運動方針（基本方

全専各連第１１６回理事会・全専協理事会合同会議を開催

開会あいさつを述べる小林光俊全専各連・全専協会長

針、重点目標：①職業実践的な教育に特化した新たな学校

種創設の早期実現、②現行の専修学校及び各種学校制度の

充実・改善に必要な方策の実現、他の学校種との格差是正

等、③教育の質保証、情報公開、法令遵守等に向けた取り

組みの推進、④複線型の教育体系における職業教育のより

一層の振興、⑤全専各連及び都道府県協会等の組織強化・

活性化）」について説明。

　次に「２．新学校制度創設の実現に向けた対応」につい

て、岡本比呂志副会長が、新学校制度創設推進本部の活動

状況及び今後の方針について説明。特に制度設計ワーキン

ググループにおいて議論された「職業実践専門課程（仮

称）」に係る認定制度については、今後文部科学省と調整

を図り、平成２５年度において何らかの基準が策定されるよ

う、新学校制度創設推進本部として関係各位とともに運動

を進めていく方針であると述べた。委員会活動方針（総

務・財務・組織委員会）、その他の事業計画については事

務局が説明。

【第２号議案　平成２５年度収支予算原案（審議事項）】

　秋葉英一理事・財務委員長が、６月の定例総会において

承認を得るまでの暫定予算として執行される予算原案につ

いて、予算立案方針、各科目の明細について説明。
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　第１号議案、第２号議案は一括で審議され、特に質疑は

無く出席者全員異議無く拍手承認した。

＜平成２４年度事業中間報告＞

　配布資料を参照。６月の総会には、審議事項「平成２４年

度事業報告」として提案されることが確認された。

◎全国学校法人立専門学校協会理事会

【第１号議案　平成２５年度事業計画原案（審議事項）】

　関口理事・総務運営委員長が運動方針を説明。各委員会

活動方針（財務・留学生委員会）、その他の事業計画につい

ては事務局が説明。

【第２号議案　平成２５年度収支予算原案（審議事項）】

　秋葉財務委員長が、６月の定例総会において承認を得る

までの暫定予算として執行される予算原案について、予算

立案方針、各科目の明細について説明。

　第１号議案、第２号議案は一括で審議され、特に質疑は

無く出席者全員異議無く拍手承認した。

＜平成２４年度事業中間報告＞

　配布資料を参照。６月の総会には、審議事項「平成２４年

度事業報告」として提案されることが確認された。

　以上により、全ての議事を終了。最後に吉田松雄全専各

連副会長が閉会の言葉を述べ、理事会の全日程を終了した。

※全専各連第１１６回理事会・全専協理事会当日資料について

は、全専各連ホームページをご覧ください。

　２月２１日、東京都・アルカディア市ヶ谷において全専各

連・全専協常任理事会が理事会に先立ち合同で開催された。

出席者は２９名。

　小林光俊会長が開会あいさつを行った後、会則により小

林会長が議長に就任し議事に入った。

　審議は、全専各連、全専協の順で進められ、それぞれ、

理事会に提出する「平成２５年度事業計画原案」、「平成２５年

度収支予算原案」の各提案事項について審議を行い、全専

協予算の体育連盟振興費支出を２０万円増額することが提案

され、理事会に上程することとなった。

　最後に理事会の議事運営として、議長の指名、議事録署

名人候補者の選出について審議が行われ、会議を終了した。

　文部科学省「専修学校の質保証・向上に関する調査研究

協力者会議」の第６回会合が２月１５日に開催され、「専修学

校の質保証・向上に関する具体的な方策について」をテー

マに、「専修学校における学校評価ガイドライン」の策定に

向けた最終審議が行われた。

　まず文部科学省が、前回までの審議を経て整理した審議

経過報告に対する意見聴取・アンケート（昨年１２月から本

年１月までに実施）について、①関係団体（専修学校関

係・専門分野別団体、経済団体）、②有識者（専修学校関係

者ほか評価に係る有識者）、③都道府県（主管部局・教育委

員会）ごとの回答概要（自己評価、学校関係者評価、第三

者評価及び情報公開の課題・取組予定・要望事項）として、

○学校評価等の具体的なマニュアルの策定、好事例の収

集・提供が求められていること。

○ガイドラインが各専修学校の教育の特色・課題を把握

し、改善に向けた支援策検討のツールとなり得ること。

等を報告。次に吉本圭一委員が文部科学省委託事業「専修

学校の学校評価・教育改善の在り方に関する調査研究」に

ついて、学校評価・教育改善の進捗状況と課題、卒業生調

査の活用及び教員の資質向上をめぐる現状と課題等の中間

的な報告を行った。

　引き続き、文部科学省が意見聴取・アンケートの回答等

　１月１７日、小林光俊会長、吉田松雄副会長が文部科学

省において、下村博文文部科学大臣を表敬訪問。

　平成２５年度予算関係、地方交付税交付金の専修学校分

の大幅拡充、職業実践的教育に特化した新たな高等教育

機関の創設を目指した取組の推進について要望。全専各

連の今後の活動に対する理解と協力を求めた。

理事会に先立ち全専各連・全専協常任理事会を開催

第６回専修学校の質保証・向上に関する調査研究協力者会議
専修学校における学校評価ガイドラインを最終審議

下村文科大臣を表敬訪問
新たな高等教育機関の
創設など要望　　　　

下村大臣（中央）に専修学校の振興を要望する左から
吉田副会長、小林会長
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を踏まえて見直しを行った「専修学校における学校評価ガ

イドライン（案）」について説明を行った後、委員による

全体審議を行った。その結果、一部修正を行った上で、ガ

イドライン確定版を早期に公表することで了承された（全

専各連では、ガイドライン確定版が公表され次第、ホーム

ページ等を通じて情報提供を予定）。

　その後、ガイドラインの普及や活用促進をはじめ、専修

学校教育の質保証・向上や実践的な職業教育機関としての

ガバナンス改善に向けた取組を推進するため、平成２５年度

関係予算（案）に計上された「専修学校の質保証・向上に

関する調査研究」事業の基本的な方向性について、文部科

学省の説明と全体審議を行い、委託事業として

①「学校評価ガイドライン」に基づくモデルの開発・実

証（専修学校における学校評価モデル又は外部機関と

の連携方策・評価結果の活用方策モデルの構築）

②ガバナンス改善に資する学校評価等研修モデルの構築

など、質保証・向上の推進に向けた学校評価等の実践研究

を実施していくことが了承された。

　なお、協力者会議における「専修学校における学校評価

ガイドライン」に関する審議は第６回をもって終了し、次

回から他の検討事項について審議する予定となっている。

万円の内数

○高等学校等就学支援金（高等専修学校分含む）　１６０,０８０

百万円の内数

４　専修学校の教育基盤の整備

○私立学校施設整備費補助金【拡充】　８４３百万円

○私立大学等研究設備整備費等補助金　２２３百万円

○専修学校教員研修事業等補助　８百万円

　１月２９日、政府は平成２５年度予算案を閣議決定した。こ

のうち文部科学省の専修学校関係予算案は、平成２４年度対

比で４.７億円増の３１.６億円（高等専修学校に係る高等学校等

就学支援金、日本学生支援機構の奨学金事業等、専修学校

分の予算が不可分なものは含まない）。特に「日本学生支

援機構の奨学金事業」については、調理師・製菓衛生師・

社会福祉士等の１年制課程にも対象を拡大されることが予

算案に盛り込まれた。なお、詳細は、全専各連ホームペー

ジ内の「広報全専各連プラスＷＥＢ」に掲載。

１　国家戦略としての人材養成プロジェクト等の推進

○成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進

【拡充】　１,１０３百万円

○専修学校の質保証・向上に関する調査研究【新規】　２１百

万円

○専修学校留学生就職アシスト事業【新規】　７７百万円

○国費外国人留学生制度（専門学校分）　５９０百万円

○私費外国人留学生学習奨励費（専門学校分含む）　６,３８７

百万円の内数

○留学生交流支援制度（専門学校分含む）　５,２２５百万円の

内数

○公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム

【新規】　２０７百万円の内数

２　東日本大震災の復興に向けた支援

○東日本大震災からの復興を担う専門人材育成支援事業　

２９９百万円

○被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金（Ｈ２３～Ｈ２６ま

での基金）

○被災私立高等学校等教育環境整備支援臨時特例交付金

（Ｈ２３～Ｈ２６までの基金）

○被災した生徒等へのメンタルヘルスケア対応（専修学校

等分含む）　３,９１３百万円の内数

３　安心して学べる環境の実現に向けた修学支援

○大学等奨学金事業の充実（専門学校分含む）　１１３,９９４百

　１月２９日、文部科学省は、私立専修学校関係の施設・設

備整備費の補助に係る平成２４年度補正予算案の要領を整理

するとともに、各学校法人の事業計画を把握するため、各

都道府県私立専修学校主管部課長宛に事業募集について依

頼文書を発出した。

　補正予算案のポイントは、「施設・設備整備費の予算額・

補助メニューの大幅な拡充」「すべての補助メニューでの高

等課程の対象」「補助対象事業費の下限の引き下げ（平成２４

年度補正案、平成２５年度当初予算案の時限措置）」等（補

正予算は２月２６日の参議院本会議にて可決、成立）。

　なお、詳細は、全専各連ホームページ内の「広報全専各

連プラスＷＥＢ」に掲載。

１　私立学校の教育基盤の整備　１９.３億円　

○施設費関係の制度改善【新規】

○私立学校施設等の耐震化等の推進（耐震補強、非構造部

材の耐震対策、防災機能強化事業【新規】、バリアフリ

ー化【新規】）

○専修学校における教育研究基盤（施設・設備）の整備

（教育装置【高等課程は新規】、情報通信ネットワーク

装置【高等課程は新規】、エコキャンパス推進事業【新

規】、情報処理関係設備【高等課程は新規】）

２　耐震補強及び防災安全機能強化のための融資　

○日本私立学校振興・共済事業団が実施する長期低利融資

制度の拡充

平成２５年度専修学校関係予算案

平成２４年度専修学校関係補正予算
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を目指す」に対して、本年度は日本語教育機関を含めた留

学生全体で約１６万２千人である。目標を達成するためには、

残る８年間で約１３万８千人の留学生を更に受入れる必要が

ある。

　なお、専門学校は２０２０年の受入目標は４万人とされてい

るが、現状では２.５万人であり、同じく１.５万人増やす必要

があるが、ここ３年間は減少傾向にあり、ピークである平

成２１年度に比べると２,７４７人減少している。

　また、文科省がＯＥＣＤ等の２０１０年統計をまとめた、日

本人の海外留学者数も公表され、５万８,０６０人（対前年度

▲１,８６３人（▲３.１％）減）で６年連続減少となった。留学

者数の多い順にアメリカ合衆国２万１,２９０人、中国１万

６,８０８人、イギリス３,８５１人、オーストラリア２,４１３人などと

なっている。

　平成２４年度の外国人留学生在籍状況調査が、２月に

（独）日本学生支援機構から公表された。専門学校に在籍

する留学生は２万５,１６７人と前年度比で▲２９６人（▲１.２％）

減となり、３年連続で減少した。

　留学生全体では１３万７,７５６人と同▲３１９人（▲０.２％）減と

なり、昨年度に引き続き減少した。留学生が最も多いのは

大学（学部）で６万９,２７４人同３７３人（０.５％）増、次が大学

院で３万９,６４１人同▲１０８人（▲０.３％）減、３番目が専門学

校。以下、短期大学１,６０３人同▲２２４人（▲１２.３％）減、準

備教育課程１,５８７人同▲３２人（▲２.０％）減、高等専門学校

４８４人同▲３２人（▲６.２％）減となっている。

　留学生を出身国（地域）別でみると、中国が８万６,３２４

人で全体の６２.７％を占め、前年度比▲１,２０９人（▲１.４％）

減。次いで韓国が１万６,６５１人同▲９８９人（▲５.６％）減。以

下台湾４,６１７人同４６人（１.０％）増、ベトナム４,３７３人同３４０

人（８.４％）増、ネパール２,４５１人同４３５人（２１.６％）増であ

った。

　この他に、日本語教育機関に在籍する外国人留学生数は

２万４,０９２人と前年度比▲１,５３０人（▲６.０％）減であった。

　政府目標である「２０２０年を目途に３０万人の留学生受入れ

＜都道府県協会等事務局移転＞

（社）千葉県専修学校各種学校協会

　〒２６０－００２８

　千葉市中央区新町１８－１０（千葉第一生命ビルディング８

階）

　（ＴＥＬ）０４３．２４３．３１４７

　（ＦＡＸ）０４３．２４３．０５５５

平成２４年度留学生在籍状況調査
専門学校留学生は３年連続減少

協会等住所変更のお知らせ

 合格率 ５９.１％

　１級　　　出願者数 １,６５８名

 受験者数 １,５１２名

 合格者数 ５３２名

 合格率 ３５.２％

　平成２５年２月１０日に文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

情報システム試験（後期）が下記のとおり実施された。受

験状況は次のとおり。

●ペーパー方式

　出願団体数 ５１団体

　会場数  ５９会場

　基本スキル

 出願者数 １,９６５名

 受験者数　　　　 １,６３２名　

　プログラミングスキル

 出願者数 １,５９５名

　平成２４年１２月９日に文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

情報活用試験（後期）が下記のとおり実施された。受験状

況・結果は次のとおり。

●ペーパー方式

　出願団体数 ７８団体

　会場数  ８４会場

　３級　　　出願者数 ７６８名

 受験者数 ６４７名

 合格者数 ４３８名

 合格率 ６７.７％

　２級　　　出願者数 １,６８０名

 受験者数 １,５２５名

 合格者数 ９０２名

情報検定　Ｊ検　受験状況
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 受験者数 １,３４６名

　システムデザインスキル

 出願者数 １,４０７名

 受験者数 １,２２３名

●ＣＢＴ方式（平成２４年４月１日～平成２５年２月２０日受

付）

　出願者数　　　 ６,２１９名

　　情報活用試験　

　３級 出願者数 ２,１９７名

　２級 出願者数 ２,４０４名

　１級 出願者数 １,０１８名

　情報システム試験

　　基本スキル　

 出願者数 ３２９名

　情報デザイン試験

　　初級　

 出願者数 ２２７名

　　上級

 出願者数 ４４名

　平成２４年１２月２日（日）に文部科学省後援第３３回ビジネ

ス能力検定（Ｂ検）が実施された。

出願団体数　　　　　 ２９０団体

会場数　　　　　　　 ２５９会場

出願総数　　　 ２５,１２２名

■３級　　

出願者数　　　 ２０,７０５名

受験者数　　　　　　 １８,９５０名

合格者数　　　 １６,２９２名 合格率８６.０％

■２級　　

出願者数　　　　 ４,２３１名

受験者数　　　　 ３,８４０名

合格者数　　　　 １,８３５名 合格率４７.８％

■１級（１次）

出願者数　　　　　 １８６名

受験者数　　　　　 １５７名

合格者数　　　　　　 ３３名 合格率２１.０％

　１２月３日～４日、東京都千代田区・都市センターホテル

にて、ＴＣＥ財団主催「中堅教員研修カリキュラム実証講

習会」が開催された。平成２４年度に本財団の中堅教員研修

カリキュラム研究委員会が研究・開発を行った中堅教員研

修カリキュラムのうち、その根幹をなす科目「専修学校教

員のキャリアデザインワークショップ」について、プログ

ラムの有用性等の検証を行い、最終的なカリキュラム及び

シラバスの取りまとめへ反映させることを目的として開催。

受講者は全国から公募で参加した専修学校中堅教員２０名。

講師は、研究委員会の岡村慎一委員長、道幸俊也委員。２４

時間のプログラムを実証講習会用に１６時間に一部再編して

実施。実証講習会の開催概要を含む本年度事業の成果につ

いては、３月中に報告書に取りまとめ、全国の専修学校会

員校へ送付するとともに、本財団ホームページに掲載予定。

＜役員会・総会等＞

●全専各連第６２回定例総会・第１１７回理事会

　平成２５年６／２４（月）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全国学校法人立専門学校協会定例総会・理事会

　平成２５年６／２５（火）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●都道府県協会等代表者会議

　平成２５年１１／２９（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全専各連第１１８回理事会・全専協理事会合同会議

　平成２６年２／２７（木）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜その他会議＞

●平成２５年度事務担当者会議

　平成２５年４／１９（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜平成２５年度ブロック会議＞

●近畿ブロック会議

　平成２５年７／５（金）

　京都府・ホテルグランヴィア京都

●中国ブロック会議

　平成２５年７／９（火）

　島根県・松江東急イン

●九州ブロック会議

　平成２５年７／２５（木）～２６（金）

　沖縄県・沖縄かりゆしアーバンリゾート・ナハ

●北海道ブロック会議　※予定

　平成２５年８／１（木）～２（金）

　北海道札幌市

ビジネス能力検定　Ｂ検　受験状況

中堅教員研修カリキュラム実証講習会

平成２５年度　年間予定日程一覧
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　【情報活用試験】平成２５年６／１６（日）

　【情報システム】平成２５年９／８（日）

　◇ＣＢＴ試験

　【情報活用・情報システム・情報デザイン】

　実施期間：随時

　※情報デザインは、ＣＢＴ方式のみで実施。

●文部科学省後援・ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパス

　◇平成２５年度前期試験

　【２級・３級】平成２５年７／７（日）

　◇ＣＢＴ試験

　【１級】平成２５年９／１４（土）～２２（日）

　※１級は、ＣＢＴ方式のみで年間２回実施。

●北関東信越ブロック会議

　平成２５年８／２８（水）～２９（木）

　新潟県・朱鷺メッセ

●中部ブロック会議

　平成２５年８／２８（水）～２９（木）

　静岡県・ホテルアソシア静岡

●東北ブロック会議　※予定

　平成２５年９／１２（木）

　山形県・ホテルメトロポリタン山形

●四国ブロック会議

　平成２５年１０／１８（金）

　愛媛県・メルパルクＭＡＴＳＵＹＡＭＡ

＜課程別・設置者別部会総会等＞

●全国個人立専修学校協会定例総会・研修会

　平成２５年６／１８（火）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全国高等専修学校協会定例総会・研修会

　平成２５年６／１９（水）

　東京都・主婦会館プラザエフ

●全国各種学校協会定例総会・研修会

　平成２５年６／２１（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜ＴＣＥ財団役員会＞

●第１１１回理事会　平成２５年６／１１（火）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●第７７回評議員会　平成２５年６／２７（木）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜検定試験＞

●文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

　◇平成２５年度前期試験

　詳細は全専各連ホームページ〔広報全専各連〕→プラス

ＷＥＢよりご覧いただけます。

◆平成２５年度専修学校関係予算案・２４年度補正予算（詳細

表）

◆課程別設置者別部会理事会

○全国高等専修学校協会理事会・研修会

○全国個人立専修学校協会理事会

○全国各種学校協会理事会

◆研修会等

＜財団主催＞

○第６回キャリア・サポーター研究啓発・交流会

＜部会等主催＞

○全国専門学校英語スピーチコンテスト

○全国専門学校ロボットコンテスト

○「服の日」記念行事

○観光英語検定

広報全専各連プラスＷＥＢ掲載記事一覧

　東日本大震災により被害を受けた皆さまに、心よりお見舞い申し上げます。

　日本政策金融公庫（国民生活事業）は、「国の教育ローン」につきまして、震災により被害を受けた皆さまに対して、

貸付利率の引下げなどの「災害特例措置」を実施しています

　お問い合わせは、教育ローンコールセンター　０５７０－００８６５６（又は０３－５３２１－８６５６）

日本政策金融公庫（国の教育ローン）「災害特例措置」のご案内

心配な点は都道府県所管課等とご相談ください。

　本件に関わる通知等は全専各連ホームページにてご覧

いただけます。

　募集要項等に、３月３１日までに入学辞退の意思表明を

した者に授業料等を返還することを明記してあるか、不

適切な記載がないかも併せ、改めてご確認ください。ご

会員校の皆様へ
～３月３１日までに入学を辞退した者に対する授業料等の取扱いについて～
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CBT方式のみ�
　　詳細はＪ検HPを参照下さい。�

「基本スキル」、情報デザイン試験「初級」「上級」です。�

◇「併願受験」をサポートするプランも実施中です。�
　不合格、または欠席となった科目は1年間合格するまで何度でも受験できます。�
　（団体のみ対象。登録資格はwebにてご確認ください。）�

平成２５年度前期�

平成２５年度前期�

平成２５年９月８日（日）�

平成２５年６月１６日（日）�

文部科学省後援

ビジネス能力検定ジョブパス
（http://bken.sgec.or.jp/）

ビジネス能力検定（Ｂ検）は２０１３年度からビジネス能力検定ジョブパス
として生まれかわります。
試験形式、問題形式を一部変更。１級にＣＢＴ方式を導入します！

２級・３級
■前期試験／平成２５年７月７日（日）
■出願期間／４／１（月）～５月２１日（火）
■実施級・受験料／２級（３,８００円）
　　　　　　　　　３級（２,８００円）

【想定受験者と評価内容】
２級●就職活動のスタートを間近に捉えた大学生、専門
学校生等から社会人１、２年目程度。●３級の知識を前
提とし、企業の役割や責任と権限などを理解するととも
に、効率的な業務の進め方、問題解決のための基本的な
コミュニケーション、情報活用の技法を評価する。
３級●就職活動を視野に捉えた、高校３年生、大学・専
門学校等●入学者自らの職業観や勤労観といった概念の
形成を前提にビジネス常識および、基礎的なコミュニケ
ーション、情報の利活用など、将来、職業人として適応
するために身につけておくべき知識を評価する。

１級
■前期試験／平成２５年９月１４日（土）～
 ９月２２日（日）
（上記期間内から選択可。ただし会場設営状況
による。詳細はホームページをご覧ください）
■出願期間／団体受験：７／８（月）～
 試験日の２週間前まで
　　　　　／個人受験：７／８（月）～
 試験日の３週間前まで
■実施級・受験料／１級（８,０００円）

【想定受験者と評価内容】
●就職活動を展開中の大学生・専門学校生等から入社１
年目から３年目程度の社会人。●新２級の知識、技法を
前提とし、問題解決を円滑に推進するために必要となる
論理的な思考、情報発信と表現技法、および基礎的なマ
ネジメント技法を実践的に評価する。
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�．疾病補償型学生新補償制度
・制度加入校には、制度全体の事故損害率に応じて配当金収益が拠出されるスキーム
・天災危険補償、日本国内外補償、２４時間補償と充実した補償範囲
・学生のケガによる治療にともなう諸費用補償（治療実費、交通費、差額ベッド代等）、急性心疾患・急性脳疾患・熱中
症を含む全疾病死や突然死にともなう葬祭費用補償
・学生の賠償責任を国内外問わず補償
・保証人のケガのみならず疾病による死亡に対し学業継続費用の支払いを軽減できるよう、保証人の弔慰金制度

認定事務局　株式会社　ジャパン・プロテクト・システムズ　� 　０１２０－３９６－３９０
　　　　　　大阪事務局：〒５４２－００１２　大阪市中央区谷町９丁目１－２２　ＮＫ谷町ビル
　　　　　　東京事務局：〒１０７－００５２　東京都港区赤坂４丁目８－２０　ＡＳＯビル４Ｆ

引受保険会社（保険についてのお問い合わせ）
エース損害保険株式会社　〒１５３－００６４　東京都目黒区下目黒１－８－１アルコタワー　Ｔｅｌ：０３－５７４０－０６００（代）
三井住友海上火災保険株式会社　堺支店堺第一支社
〒５９０－０９５２　大阪府堺市堺区市之町東６－２－９　三井住友海上ビル４Ｆ　Ｔｅｌ：０７２－２２２－６３０１
日新火災海上保険株式会社　堺支店　〒５９０－００６３　大阪府堺市堺区中安井町３－２－１３　Ｔｅｌ：０７２－２３８－１９８５

�．火災保険〈リスク評価割引〉　Ｎｅｗ
学校関連施設毎の割引の提供が可能。学校関連施設及び機械設備について物件評価をし、保険金額の見直しにより適切な
火災保険に無駄なく加入される為の支援を致します。またこれらリスクマネージメントサービスを活用して頂く為、会員
校向け火災保険コールセンターを設置しサービスのご提供を致します。

�．常勤・非常勤教職員新補償制度　Ｎｅｗ
・従来の傷害保険と違い当補償制度では、会員校の常勤・非常勤教職員のリアルタイムでの就業時間により保険料を計算
するため、無駄の無い保険料設定　・地震・津波・噴火等の天災に起因した事故も自動的に補償　・傷害のみならず、熱
中症・細菌性食中毒・特定疾病も補償対象　・財団包括のため、加入申込書１枚のみで簡単に契約可能　・政府労災適用
の有無に関係なくこの補償制度をご利用可能　

�．使用者賠償責任保険　Ｎｅｗ
従業員の労働災害について、被災従業員もしくは遺族から損害賠償請求を受け貴校が負担する損害賠償金等をお支払
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